組織購買の購買意思決定プロセスに与える情報の影響に関する先行研究レビュー by 熊野 滋子
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第１号(2013) p.1-20 
1 
組織購買の購買意思決定プロセスに与える情報の影響に関する先行研究レビュー 
【査読論文】 
 
組織購買の購買意思決定プロセスに与える情報の影響に関する先行研究レビュー 
A Review of Research on the Effects of Various Information on the Purchase 
Decision-Making Process in Industrial Goods 
              
中央大学大学院戦略経営研究科 
ビジネス科学専攻(博士後期課程) 
                    熊野 滋子 
              
 Recently, the importance and the difficulty of purchasing industrial goods in B 
to B business are increasing because of various reasons such as the rapid change 
of management environments. This paper is discussing organizational purchase 
decision-making process, and clarifying its mechanism so that purchase decision 
making can be done efficiently. For example, what kind of media the buyers are 
using when they get information to select suppliers and how they are using them 
when they make final purchase decision are discussed in this paper.  
Finally, I point out some future research questions in the study of purchase 
management from the standpoints of buyer’s information process. 
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Ⅰ はじめに   
組織を取り巻く環境は常に変化している。そして組織のバイヤーはその環境変化に伴い、
規制を順守して、仕様を満たした購買を行うため、常に多くの情報収集につとめている。
組織では、組織内のさまざまな部門が関与して購買意思決定が行われるが、あくまでも情
報処理能力に限りがある人間が行うものであるために、商品選択において、代替品リスト
を完璧に作成し、すべての評価項目のデータを完璧に抽出して、それを総合して最善の選
択をするということはありえない。組織が求める購買目的にかなう購買を意識しながらも、
情報収集や判断の手間(コスト)をあまりかけずに意思決定を行うことが一般的である(高
島・南:2006)。しかし、仮にバイヤーが情報処理に失敗して目的に合わない製品を購買す
ると、それは組織にとって大きな問題になる。つまり購買した商品の失敗は、その商品を
組み込み組織が市場に提供する生産物やその商品を利用して開発したサービスの質の低下
につながることになるからである。さらに、「組織というのは、製品選択の失敗を回避した
り、特定の組織のためだけに製品が開発されていたり、取引費用が低くなったり、投資が
促進されるなどの理由により、継続的な取引を選択する傾向が強い(高島・南:2006)」ため、
また「部品や原材料などが安定的に提供されないと生産活動に支障をきたす(池尾ら:2011)」
ため、継続的に反復的に購買されるため失敗の影響はさらに大きくなる。 
一般に、情報の入手機会が増加するにつれ情報量は増加するため、組織は情報処理能力
に限界がある中で、手段を講じ、効率よく処理をする必要がある。そのため、組織購買に
おいては、バイヤーの情報処理は重要なプロセスではあるものの実際には時間的制約を伴
っており、処理すべき情報が増加しても商品ごとの個別の制約時間内で処理をすることが
優先されている。 
そこで、本稿では、組織のバイヤーの購買意思決定プロセスを取り上げそのメカニズム
を明らかにすることを目的とする。具体的には、増加する情報の中でバイヤーがどのよう
な情報を取得し、取得した情報をどのように効率的に情報処理しているのかを整理する。
そして、最後に、バイヤーの情報処理プロセス研究における今後の研究課題を示す。 
  
Ⅱ 先行研究レビュー 
これまで、企業間取引におけるバイヤーの購買について、以下の 4つの領域で研究がな
されてきている。つまり、(1)組織購買における購買意思決定プロセスの研究、(2)組織の
購買意思決定に影響を与える変数についての研究、(3)購買センターで入手する情報の種
類と購買意思決定に与える影響に関する研究、(4)コーポレートブランド情報が購買意思
決定に与える影響に関する研究、であり、それぞれの研究領域について検討する。なお、
(3)の購買センターで入手する情報の種類については、その種類を非人的情報媒体からの
情報と人的情報媒体からの情報に分けて考察し、(4)のコーポレートブランド情報では企
業名の影響を取り上げ、なぜ B2Bの組織購買においてコーポレートブランドトピックが増
加しているのか、そして、コーポレートブランドが、B2B ではどのように扱われているの
かを確認していく。 
 
1  組織購買における購買意思決定プロセスの研究 
組織の購買意思決定プロセスに関するモデルとして、組織に所属するバイヤーがどのよ
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うな影響を受けて、購買の意思決定を行うのかを説明する Sheth(1973)のモデルと、バイ
ヤーに与える影響が最上位から下位方向へと一方向にのみ規定される Webster and 
Wind(1972)のモデル、購買意思決定プロセスが段階的に進むことを示した Robinson, Faris 
and Wind(1968)の 3つがある。まず、Shethのモデルは、消費者行動のハワード=シェス・
モデルを組織の購買行動に転用したもので、組織の購買意思決定に携わるバイヤーの個人
的背景 (デモグラフィックスやライフスタイルなどの個人的属性、情報源の種類、積極的
探索の可否、知覚偏向、過去の購買への満足度)に焦点をあてたモデルである。個人である
バイヤーは組織の中で役割を期待されており、職務上の知覚偏向を持っている。そのよう
な立場や背景を持ったバイヤーが個人の自律的な意思決定でサプライヤーやブランドの選
択を行ったり、購買に関与する部門間の利害衝突の解決を図り組織で共同の意思決定を行
ってサプライヤーやブランドの選択を行う。 
次に、Webster and Windのモデルは環境が組織に影響を与え、組織の規定要因が購買セ
ンターの規定要因に影響を及ぼし、購買センターの規定要因が個人レベルの知覚に影響を
与えるというモデルである。経営環境の影響を考慮した購買センターの何をどのように購
買するかの組織目標が、バイヤーの個人の考え方や情報探索などに影響を与え、行動を決
めていくという段階的なモデルである。たとえば、組織の経営方針は購買センターの購買
方針に展開されて、最終的にバイヤー個人の年間の業務目標に展開されるため、組織がバ
イヤーに期待する役割はバイヤー個人の業務目標に反映される。そして、バイヤーがどの
ような行動をしたらバイヤー個人の業績を評価するのかは組織から示されているので、バ
イヤーは、組織の期待に添うように行動することになる。  
Robinson et al.,は、組織が目的に合わせて購買意思決定をしていくプロセスを 8つの
段階的プロセスとして示した。一般的に、組織の購買意思決定プロセスは連続する段階に
分けて理解されている。図 1にあるように、組織の購買プロセスは、まず購買タスクが発
生し問題が組織に認識される。組織は、認識したニーズを仕様書として文書化する。バイ
ヤーは、その仕様書に記載された商品を購買可能なサプライヤーの探索を開始するが、最
初は、購買実績のあるサプライヤーから購買可能なサプライヤーの有無を確認し、満たさ
れなかった場合に、新たなサプライヤーを探索する。そして、決定したサプライヤーに見
積もりを依頼する。見積もりを入手するサプライヤーは一社のときもあるし複数のときも
ある。見積もりを入手したら、サプライヤーの評価を行う。そして、バイヤーがどのサプ
ライヤーから購入するかの購買意思決定を行い、種々の発注方法から 1つの発注方法が決
められて発注が行われる。最後に、購買した商品のサプライヤー評価を確認し、その評価
をサプライヤーリストに記録する。サプライヤーリストは次回以降の購買タスク発生に備
えられることになる。その結果、次の購買タスクでは、過去に実績があるサプライヤーや
現在取引があるサプライヤーが選択され易くなる。この段階的プロセスは、既存のサプラ
イヤーが選択されるプロセスを説明するのには有効であるが新規のサプライヤーの選択に
関しては十分に説明されておらず、新規のサプライヤー候補がどのように選択されるのか
は説明できていない。なお、本稿では、以降、新規のサプライヤーとは、「組織が新しく取
引口座を開くサプライヤー」であると定義する。取引口座は、事業部制をとっている組織
では事業運営組織ごとに設けることもあり、同一企業で同じサプライヤーの取引口座が複
数存在する場合もある。 
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図 1   組織の購買意思決定プロセス  
 
     
出所)Anderson and Narus (2003),p.122-124より筆者作成 
2  組織の購買意思決定に影響を与える変数についての研究 
 
組織の購買意思決定がどのように行われるのかは、現在にいたるまで研究者の重要な関
心である。この項では、購買意思決定の類型化がどのような次元で研究されてきたかを確
認する。 
 
(1)購買タスク、購買タイプと購買意思決定への影響 
生産財の組織購買行動モデルは、Sheth 、Robinson et al.,、Webster and Wind の 3
つのモデルを基礎におき、購買の意思決定に影響を与える変数と変数間の関係性が研究さ
れてきた。 
購買タイプによる購買意思決定行動類型化の代表的な研究は、Robinson et al.,が示し
た購買プロセスが購買状況により影響をうけることに注目したもので、新規購買、若干の
修正を伴う再購買、修正なしの再購買の 3つの購買のタイプによって購買タスクはどのよ
うな状況になるのかにより購買行動を分類したものである。この考え方では、新規購買の
時は問題の新規性が高いので必要な情報量は多くなり代替品の検討も重要になるが、若干
の修正を伴う再購買の時は問題の新規性は中程度に下がり代替品の検討も中程度に行われ
る、修正を伴わない再購買の時は組織の購買経験ができているため問題の新規性は低くな
り必要な情報量も少なくなり代替品の検討は行われないとされる。購買行動の類型がシン
プルであるがゆえに省かれた変数が多く、以降の研究は購買タイプ以外にどのような変数
があれば購買タスクにフィットするのかを探る形で実証研究がおこなわれてきた。 
Bellizzi and McVey（1983）の研究では、建設業のバイヤーを対象にして新規購買、若
干の修正を伴う再購買、修正なしの再購買の 3つの購買のタイプとバイヤー個人の経験年
数がバイヤーの購買意思決定行動に与える影響をテストした。その結果、購買のタイプに
よりバイヤーの購買意思決定プロセスが異なり、購買のタイプが購買プロセスに影響を与
えていることは認められたが、バイヤー個人の経験年数による影響はあまり認められなか
った。 
組織の購買では、購買センターと呼ばれる購買の意図やその決定に起因するリスクを共
有する人々の集団を表す概念組織が組織の購買タスクを実行する。購買センターの構造と
環境の不確実性の影響の関係については、環境の不確実性が大きくなると購買の意思決定
にメンバーがより積極的に参画し(Speakman and Stern:1979)、組織のより高いレベルでよ
り少ないメンバーにより意思決定が行われる(McCabe:1987)。 
Patton et al.,(1986)の研究では、修正を伴う再購買においては、複数のバイヤーの合
意によるサプライヤー選択ではなく、個人のバイヤーによるサプライヤー選択が優先され
やすいことを示した。 
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Wilson et al.,(1991)は、修正を伴う再購買と新規購買の 2 つの場合において、購買セ
ンターのサプライヤー選択がバイヤーの知覚リスクの高低により全会一致で決定するのか
どうかが決まるというモデルを開発した。結果は、新規購買で知覚リスクが高い時は複数
のバイヤーが全会一致でサプライヤーを選択するのが最も正確な選択であることを示した
が、リスクが高くても修正を伴う再購買の場合には必ずしも複数のバイヤーの全会一致は
必須ではなかった。 
Anderson et al.,(1987)は、セールス部門のマネージャーを対象に、新規購買、若干の
修正を伴う再購買、修正なしの再購買の 3つの購買のタイプで顧客側のバイヤーの購買意
思決定行動が分類できるかどうかの調査をした。その結果、新規購買の時には多くの情報
を求め、若干の修正を伴う再購買の時には中程度の情報を求め、修正を伴わない再購買の
場合には情報探索は少なくなるという行動をとっており、購買のタイプで顧客の購買意思
決定プロセスは分類できるということは確認された。しかし、購買のタイプにより代替品
の検討の程度が変わるという因果関係については、購買のタイプが違っても新たな代替製
品をどの程度検討するかに差は見出せなかった。 
Bunn(1993)は、NAPM(全米購買マネジメント協会)の会員から選択されたメンバー企業に
対する郵送調査により、636 のサンプルデータを購買の行われた状況で分類した。この実
証研究で、4つの購買行動のカテゴリー(情報を探索する、分析手法を使用する、積極的に
関心をもつ、意思決定手順のコントロール)と、4 つの状況特性(購買の重要性、タスクの
不確実さ、選択の広範さ、知覚したバイヤーパワー)を考察し、購買タスクを 6つに分類し
た。6 つのタスクとは、通常購買、順位が低い繰り返し購買、単純修正再購買、判断の必
要な新しいタスク、複雑な修正再購買、戦略的な新しいタスク、である。(表 1参照) 
 
     表 1    Bunn(1993)の購買行動類型 
 
                        出所) Bunn（1993）,p.47を訳出 
しかし、これらの先行研究の結果では、購買センターの意思決定に至る購買行動につい
て、購買状況のタイプで購買タスクを規定し購買意思決定行動を類型化する試みを行って
いるが、購買業務を遂行しているバイヤー個人の影響を考慮しておらず、また取得する情
報の種類や情報源と購買意思決定の関係についても明らかにされていない。 
 
(2)バイヤーの能力と購買意思決定への影響 
購買タスク、購買タイプを変数にして購買意思決定行動を類型化する以外の新しい研究
1 2 3 4 5 6
通常購買
順位が低い繰り
返し購買 単純修正再購買
判断の必要な新
しいタスク
複雑な修正再購
買
戦略的な新しいタ
スク
購買状況特性 購買の重要性 極めて低い 少し重要 とても重要 とても重要 とても重要 極めて重要
タスクの不確実さ 少し不確実 中程度の不確実 少し不確実 非常に不確実 少し不確実 適度に不確実
拡張性or選択設
定 ほとんど選択 ほとんど選択 狭い選択設定 狭い選択設定 ほとんど選択 狭い選択設定
バイヤーパワー 少ないかなし 中程度のパワー 中程度のパワー 中程度のパワー 強いパワーポジション
強いパワーポジ
ション
購買活動 情報探索 行わない 少し探索する 中程度の探索 中程度の探索 ハイレベルな探索 ハイレベルな探索
分析手法の使用 分析しない 中程度の分析 中程度の分析 中程度の分析 多量の分析 多量の分析
積極的に関心を
持つ
関心がない 表面的な考慮 ハイレベルな関心 中程度の関心 ハイレベルな関心 積極的な問題は
購買を支配する
手順のコントロー
ル
単純にオーダーを
出す 従来手順に従う 従来手順に従う
確立された手順
に少し依存する 従来手順に従う
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に少し依存する
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として、購買センターのバイヤーの知識に注目した研究がある。バイヤーの知識レベルと
購買行動の関係(余田:1997 )や、バイヤーの知識レベルと重視する情報の関係(余田・首
藤:2006:,Gilliland and Johnston:1997 )がある。 
余田(1997)は、バイヤーの品質判断力とサプライヤーの関係性により生産財の購買行動
を類型化した。生産財ではバイヤーは必ずしも真のユーザーではなく、組織のユーザーの
代理購買を行っているため、バイヤーが組織の購買ニーズの詳細を把握できているわけで
はない。そこで、余田は、どの程度まで要約された情報であれば消費者が自分のニーズと
関連付けて処理できるかという消費者行動上の概念である｢品質判断力｣に修正を施した概
念を用いて、図 2のようにバイヤーの｢品質判断力｣と組織の利得との関係でサプライヤー
とバイヤーとの間に構築された関係性を 4つに類型化した。つまり、バイヤーの品質判断
力が低く取引による利得を共同でコントロールできる場合、バイヤーはサプライヤーに依
存する｢業者依存型｣になり、バイヤーの品質判断力が低く利得をバイヤー側だけでコント
ロールできる場合は、バイヤーはサプライヤーを攻撃するだけの｢業者攻撃型｣になる。逆
にバイヤーの品質判断力がサプライヤーよりも高く、利得をバイヤー側だけでコントロー
ルできる場合には、｢購買企業主導型｣になり、共同で利得をコントロールできる場合は、
バイヤーとサプライヤーが協力して問題解決にあたる｢問題解決型｣になるというものであ
る。なお、バイヤーが品質判断すべきものには、カタログデータ、サプライヤー営業マン
からの情報、新聞雑誌などの媒体情報に、さらにサンプルの分析結果や試作データも含ま
れる。近年、この 4類型において、サプライヤーとバイヤーの関係が変化し、｢問題解決型｣
に向かう傾向があることを示し、結局、｢問題解決型｣において、サプライヤーとバイヤー
のどちらもが Win-Winの関係で、両社のパワーバランスがつりあうところを協働で構築し
ていくことになるというのを示唆した。 
 
図 2 生産財における購買行動の類型  
      
              出所）余田(1997),p.54 
 
余田・首藤 (2006)は、バイヤー個人の意思決定における関与と購買する財に対する知識
水準・評価能力の二次元に注目した。池尾(1999)の消費者行動に関する研究を組織の購買
行動に援用したモデルを提案した。バイヤーは関与が高く知識が多く評価力を持つほど、
スペック、コスト、品質などの客観的属性による認知的処理ができて、逆に低関与で知識
も少なく評価力が低いと、イメージによる感情的処理が行われることを示した(図 3 参照)。
サプライヤーや購買する商品のイメージを頼りにバイヤーが感覚的な判断をする背景とし
て、組織が新規事業分野に進出して、事業構造改革や業務効率を追求することで、バイヤ
ーに求められる知識の水準と範囲が拡大していること、新しい事業分野なので購買する生
低い 高い
共同 業者依存型 問題解決型
個別 業者攻撃型 購買企業主導型
購買担当者の品質判断力
利得の最
大化
中央大学大学院研究年報（戦略経営研究科篇） 
第１号(2013) p.1-20 
7 
組織購買の購買意思決定プロセスに与える情報の影響に関する先行研究レビュー 
産財の品質・仕様についてユーザー側でも精通できない、技術に明るくないといった事態
が拡大していることを挙げている。本研究は、｢B2Bの企業間取引では感覚的な意思決定は
行われず厳しいコスト管理が行われ、製品の良し悪しを見極められる人が客観的にかつ合
理的な判断を下す｣、という常識が必ずしも通用しなくなっていることを示唆しており、サ
プライヤー側に、商品やサプライヤーに対するイメージづくりおよびコーポレートブラン
ドづくりの重要性を指摘した(余田・首藤:2006)。   
 
          図 3 B2B取引の意思決定モデル 
         
          出所) 余田・首藤(2006),p.71 
 
Gilliland and Johnston(1997)は、企業間取引において、それまでの先行研究から得ら
れた発見を B2Bマーケティングコミュニケーション効果モデルとして提示した。このモデ
ルでは、個人的な背景や購買対象をとりまく状況により、バイヤー個人の購買タスクへの
関与を取り上げた。購買タスクへの関与として、バイヤー個人による情報を得る機会の増
加と、適切に情報を処理するバイヤー個人の能力の 2 つが示された。バイヤーはより多く
の情報に触れるか、バイヤー個人の能力が高いと購買タスクへの関与は高くなる。情報入
手先には、同僚のバイヤーとのコンタクトと外部の個人とのコンタクト(サプライヤー、ア
ソシエイト、他企業の従業員)があり、得る情報は、メモ、プロモーション用サンプル、他
製品やタスクに関連する情報である。バイヤーがコンタクトすれば、そこに情報があるか、
追加の情報を得る可能性があれば、それが、バイヤーの製品に関する知識能力を高め、購
買センターでのミーティング、ディスカッション、バイヤー間影響を活発にする、その結
果、そこでの他の同僚バイヤーから情報を得る機会が増え、購買タスクへの関与が高まる
仕組みである。高関与のバイヤーは、企業広告にふれるとコーポレートブランドを皮相的
なものよりより中心的な経路として形成しやすく、低関与のバイヤーは、中心的な経路で
はなく皮相的な経路として形成しやすい。つまり、中心的な経路で情報処理をする高関与
のバイヤーは認知的処理をしやすいが、皮相的な経路で情報形成をする低関与のバイヤー
は感情的処理になりやすい。同じ広告にふれても、その時のバイヤー個人の購買タスクへ
の関与の度合いにより、異なった反応がもたらされることになる。 
これらの先行研究からは、複数の部署、複数の階層により、承認審査されるというシステ
ムをとる生産財の組織購買においても、バイヤー個人の情報処理能力が重要な変数であり、
情報処理能力が低いと、企業への印象や評価により合理的とは言えない感情的処理が行わ
れることが示されている。 
 
高い 低い
高い
低い
購買への関与
財に対す
る知識水
準、評価
能力
認知的処理
スペック・コスト・品質などの客
観属性による判断
感情的処理
イメージによる判断
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(3)バイヤーの情報探索活動に影響を及ぼす要因 
バイヤーの購買への関与が情報収集と購買意思決定に及ぼす影響に関する研究として、
McQuiston(1989)、Heide and Weiss (1995)、Dawes et al., (1998)などがあげられる。
McQuiston(1989)は、購買のタイプにより購買タスクが規定され購買行動を類型化する研究
で扱われてきた組織の購買意思決定に影響を与える変数間の関係を整理し、購買の新規性
の程度、購買に至るまでに収集すべき情報の複雑性の程度、その購買の重要度とバイヤー
の情報の受発信量と、それらが購買意思決定に与える影響をモデル化した。米国内の製紙・
化学・食品・石油化学・アグリなどの 82の企業の 182 人に対するアンケート調査の結果か
ら、新規の購買の場合と重要度が高い購買である場合には、購買センターのバイヤーの情
報探索活動は活発になることが支持された。しかし、より多くの情報が求められることと、
バイヤーの情報探索活動の相関は見出せなかった。 
Heide and Weiss(1995)は、ハイテクマーケットにおけるバイヤーの新しいサプライヤー
の選択に関する意思決定と、その決定要因について実証試験を行った。製品をとりまく技
術変化が速いとバイヤーが知覚しているときは、既存のサプライヤーを維持しようとする
傾向は低くなり新しいサプライヤーを選ぼうとする。また、常に新しいサプライヤーを積
極的に取り込んでいる状況では、逆にスイッチングコストが高くなると知覚して、今のサ
プライヤーを選ぶ可能性が高くなる。ハイテクマーケットでは、バイヤーがとりまく環境
をどう知覚するかがバイヤーの情報探索努力量の増加へのモチベーションになると同時に
新しいサプライヤー選択の両方が行われることを示した。 
Dawes et al.,(1998)は、McQuiston のモデルを拡張し、購買の新規性の程度、購買に至
るまでに収集すべき情報の複雑性の程度、その購買の重要度に加えて、組織のバイヤー間
の利害関係がバイヤー間の情報の流れを制御し、結果としてサプライヤー選択に影響を与
えるモデルを作成した。新たにバイヤー個人間の情報制御に影響を与える利害関係の変数
として、バイヤーの独創性追求志向(originality)、一致志向(conformity)、効率志向
(efficiency)を取り込んでいる。実証は、高価格で複雑性があり技術性の高い商品(電話交
換ボックス)の購買において、新しい購買タスクに対して結成された購買センター内の情報
統制と、バイヤーの関与意識、購買センターの組織構造について調べた。バイヤーの独創
性追求志向が高いと、個人間情報の流れを自分が制御する方向に働き、サプライヤー選択
に積極的に関与する行動になる。一致志向が高いと、個人間情報の流れの制御はしないし、
サプライヤー選択にも積極的ではない。効率性を追求すると、サプライヤー選択に積極的
に関与する。また、バイヤーの個人間情報制御は、利害関係が明確な組織ではより情報制
御機能が働くことも見出されている。この研究では、独創性を追求するバイヤーほど、購
買意思決定プロセスにおいて、情報探索活動をより積極的に行いサプライヤー選択に関与
する行動をとることが示された。 
以上のことから、バイヤーの情報探索活動は、購買の新規性が高く技術変化が激しい場
合やバイヤーの利害が大きく、独創性を追求する場合に積極的に行われる傾向にある。 
 
3 購買センターで入手する情報の種類が購買意思決定に与える影響 
購買タイプと購買タスクに着目した購買の意思決定行動では、情報の種類、質、量と意
思決定について特段の注意は払われていなかったが、バイヤーの情報処理能力に着目した
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研究が盛んになるにつれて、その知識水準(必要な情報をどの程度持っているのか、集めら
れるのか)に影響を与えるものとして情報の種類や質および量は重要な位置づけを得るよ
うになっている。 
組織の購買は、まず購買ニーズが発生し、それから必要な情報を外部から探索すること
から始まる。外部から得る情報には、サプライヤーの営業マンから得る情報、カタログデ
ータ、展示会で得る情報、新聞雑誌などの媒体情報、バイヤーの組織内外の人からの口コ
ミ情報などが含まれる。本項では、どのような情報が購買意思決定に対してどのように活
用されているのかを確認する。なお、情報をどこから取得するかという情報媒体の種類は
過去の研究から表 2のように分類される。個々の説明は割愛することにする。 
 
表 2   先行研究における情報媒体の種類 
 
                                        出所)筆者まとめ 
 
Martilla(1971)は、印刷メーカーの紙の採用を「紹介ステージ」、「理解ステージ」、「購
買前評価ステージ」と分け、各ステージに対して、表 2の情報媒体から入手する情報の種
類の各購買ステージへの影響の度合い、バイヤーの情報探索ルート(自社、他社)とその影
響の度合いについて調査した。96社 197人に実施された調査の結果、紹介ステージでは約
30 パーセント、理解ステージでは約 50 パーセントが社内外の人的情報媒体から入手した
クチコミを参考にしていた。回答者の約 20パーセントがオピニオンリーダーと推定され、
オピニオンリーダーは、社内で他のバイヤーに対して非常に頻繁にアドバイスをしていた。
また、オピニオンリーダーが定期的に非人的情報媒体からの情報の入手に努めている実態
も明らかになった。オピニオンリーダーは、クチコミだけに頼るのではなく技術資料や文
献情報など裏付けのある情報を入手し、知識として蓄積し、他のバイヤーに対して積極的
に情報を提供している。この研究では、サプライヤーに対して、バイヤー側組織のオピニ
オンリーダーの存在を示して、サプライヤーのセールスマンの訪問先は情報を積極的に取
り入れて知識にするオピニオンリーダーをターゲットにすべきであると示唆した。 
Thomas(1982)は、情報の送り手に関する変数が受け手にどのような影響があるのかを実
験した。組織内で情報の送り手から出された情報が受け手の多様な情報の一つになり、受
け手の商品の評価に影響を与えることはすでに支持されていたが、さらに、情報の送り手
Sheth(1973) 余田・首藤(2006) 高橋・南(2006)
ブロードキャス
ト
プリント 販売ツール パブリシティ
製品カタログ 工場長 営業マン 出版物 自社の営業マ
ン
ラジオスポット 商業雑誌広告 会社案内、製
品カタログ
プレスリリース 営業マン ダイレクトメール
商業専門誌の
記事
紙卸の営業マ
ン
展示会 カタログ サプライヤー
の営業マン
YVスポット 商業雑誌追い
込み広告
技術情報シー
ト
製品写真 記事情報 カタログ・パンフ
レット
商業専門誌広
告
社内の人間 ダイレクトメー
ル
営業文献 サプライヤー
の営業マン以
外の従業員
情報コマー
シャル
消費者雑誌広
告
ダイレクトメー
ル
プレス向けイ
ベントなど
情報を含んだツー
ル類
展示会
ビジネスと
ニュース雑誌
広告
社外の人間 プレスリリース ベンダーコン
ピュータ情報
社外のビジネ
ス関係者
新聞広告 電話キャン
ペーン
商業雑誌に掲
載した覆面ラ
イター記事
印刷物 インターネットサイ
ト(ホームページ)
展示会・交易
会
雑誌広告 その他商業情
報
自社トップマ
ネジメント
交易会参加 技術と商業雑
誌の技術に関
する記事
電子媒体による会
社情報、技術情
報、製品案内
業界紙
学会 社内レポート 製品のユー
ザー
ディーラーの
広告キット
マス広告 業界紙広告
商業ニュース 購買記録 社内の営業マ
ン以外の従業
員
販促物 インターネットホー
ムページ
営業マン
口コミ その他社内情
報
その他
人に関係しな
い情報
人に関係する
情報
マスメディア マスメディアでない 購買プロセスにお
いて収集される情
報
サプライヤ-が購
買センターに情報
を提供する手段
Martilla(1971) Bunn and Clopton(1993) Gilliland and Johnston(1997)
非人的情報源 人的情報源 情報源
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の組織内属性が、受け手の評価にどう影響を与えるのかを実験で示した。実験は、個人イ
ンタビューのビフォーアフター法により、初期情報に対して変更情報が出された場合に受
け手が変更情報を採用するかどうかを実験した。この実験では受け手は、科学系の技術提
供サービス会社の科学者、司書、業務管理者で構成されている。その結果、受け手が司書
の場合で送り手が権威者の場合に、また、科学者は、送り手の地位が自分より高い場合に
最も影響を受け変更情報を採用した。この実験は、情報の送り手の社会的地位などがバイ
ヤーの意思決定に影響することを示唆している。 
Ronchetto et al.,(1989)は、約 800人の従業員の企業で、バイヤーの業務上のワークフ
ローとコミュニケーションネットワークの両方をトレースした。組織購買においては、バ
イヤーの占める地位がより購買センターの中枢に近くなるほど与える影響力が大きくなる
ことを見出した。また、バイヤーの地位が業務ワークフローにおける地位だけではなく同
様にコミュニケーションネットワークの中でいかに中心に近いかも大きな影響力を持つこ
とも見出されている。 
Bunn and Clopton (1993)は、Bunn(1993) と同じデータを用いて、どのような購買状況
でどのような情報を活用しているかによるバイヤーの分類を行った。先行研究と事前のイ
ンタビュー結果から情報は表 2のとおり情報媒体として人を介しない「人に関係しない情
報」と情報媒体が人である「人に関係する情報」の 2 つに分類し、これらの情報をどのよ
うに活用しているのかでバイヤーを 5つの情報類型クラスターに分類した。これらの 5類
型とは、セールスマン情報中心型(Mix1)、社内限定情報型(Mix2)、製品仕様探索型(Mix3)、
情報のバランスを重視する型(Mix4)、積極的探索型(Mix5)、である。Mix1はサプライヤー
の営業マンからの情報が中心で、過去の購買記録以外の情報はほとんどチェックしようと
しない。Mix2はサプライヤーの営業マン情報にはほとんど依存せず社内の使用者情報を重
視する。Mix3は営業カタログなどの文書情報を非常に重視する。Mix4は満遍なく情報をチ
ェックするが特にサプライヤーの営業マンと社内情報と過去の購買記録への信頼が高い。
Mix5 は人関係の情報に感度が高く、出版物、営業文献、その他商業情報にも関心が高い。
これらの情報活用で分類した Mix1 から Mix5 までのバイヤー5 類型がどのような取引の記
録を持ちどのような購買状況のときに購買しているのかをまとめた。その結果、Mix1 と
Mix2は、購買するものが簡単に再購買できる場合に多く出現し、Mix3と Mix4、Mix5は一
度購買したものの仕様を修正して購買する場合に多く出現し、Mix5 と Mix3 は新しい購買
タスクの時に多く出現した。また、新規のサプライヤー採用経験が高いのは、Mix5と Mix3
で、さまざまなサプライヤーから購買するのは Mix4と Mix5であった。この研究からは、
購買が複雑で難しい状況になるほどカタログなどの仕様情報だけではなく人に関係する情
報も重視し積極的に探索するようになることが示されている。 
余田・首藤(2006)は、購買プロセスを案件化ステージと取引先選択ステージのふたつに
分類し、それぞれのステージでサプライヤーから購買センターに提供される情報について
まとめた。まず、案件化ステージでは、サプライヤー側は営業活動とマス広告、記事情報
でバイヤー側の案件化の必要性を喚起する。次の取引先選択ステージでは、バイヤー側か
らサプライヤーに接触をはかるが、バイヤーは最初に電子取引や電子市場で多数の候補を
探索し、絞り込んだあと印刷物、企業情報・技術情報・製品情報の納められた電子媒体を
サプライヤーから入手する。 
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高橋・南(2006)は、生産財では合理的な目的で購買の必要性が生じ、製品選択のリスク
を知覚するために問題解決のための情報収集を行う傾向が強く、また営業マンが個別の案
件を事前に知り接触することが困難であることから、ダイレクトメール、カタログやパン
フレットなどの販促物と展示会が潜在的な需要に対し有効であり、バイヤー側からの問い
合わせ効果をもたらすとした。そして近年は、インターネット上の企業のサイトや電子商
取引が一般的に行われるようになってきて、問題解決を求めるバイヤー側が商品にある程
度の情報を把握したうえで企業に連絡してきており、インターネットでの問い合わせは広
告の問い合わせ効果の一種と考えられると述べた。 
以上の研究からは、非人的情報媒体から得る情報だけで購買するのは簡単に購買できる
場合であり、新規のサプライヤーの探索などの複雑な購買の意思決定になると、社内外の
クチコミを重視する傾向があることが示されている。また、組織内のクチコミ情報は、情
報の受け手と送り手のネットワーク内の地位と位置付けに影響を受け、自分より高い地位
の人や専門家からの口コミ情報は信頼性が高くなる傾向がある。また、バイヤーは、購買
の状況に応じて、情報を使い分けており、複数の情報を組み合わせて使用していることが
明らかになっている。近年は、｢インターネットを用いて多数の情報を入手することが簡単
になり、バイヤー側からサプライヤーに問い合わせをするケースが増加しているが、バイ
ヤー側がどの企業に問い合わせを出すかの選択には、市場シェアの高い企業、実績のある
企業がバイヤーに想起されやすく、優先的に情報探索がされる状況(高島・南:2006)」とな
っている。次の 4節では、コーポレートブランドトピックがどのように先行研究で扱われ
ているのかを整理する。 
 
  4  コーポレートブランドが購買意思決定へ与える影響 
 Keller(1998,2003) は、コーポレートブランドを、ブランド階層の最上レベルに位置し
ているものと定義した。そして、コーポレートブランドに対する連想が企業イメージであ
る。つまり企業イメージとは、製品を作ったりサービスを提供している企業全体に消費者
が有する連想のことである。Keller(1998) は主要な企業イメージとして、(1) 共通の製品
属性やベネフィット、あるいは態度(高品質な企業イメージ、革新性のある企業イメージ)、
(2) 人と企業のリレーションシップ(従業員の特徴と顧客に対する志向性のタイプ)、(3) 価
値とプログラム(企業が行うマーケティング・コミュニケーション・キャンペーンにより広
められた企業の理念や行動)、(4) 信頼を挙げている。企業間取引では、コーポレートブラ
ンドにおける企業イメージで特に重要なのが企業の信頼性である。市場において企業が達
成した名声は企業の信頼性に結びついている。 
Aaker(2004) は、コーポレートブランドを、顧客が購入・使用する製品やサービスのブ
ランド、すなわち製品ブランドが象徴する製品やサービスを提供しそれらの背後に控える
企業を規定するものと定義した。コーポレートブランドは提供する製品を支えているもの
であり、製品を提供する企業や組織を象徴するブランドであり、その伝統、価値観、企業
文化、従業員および戦略を映し出す。コーポレートブランドがマスターブランドとしての
役割を果たすと、製品やサービスの主軸になり企業の組織としての力や独自性を顧客に想
起させる。コーポレートブランドが保証ブランドとしての役割を果たすと、提供する製品
やサービスに信頼性と実体を与える役割を担う。Aaker によれば、企業名であるコーポレ
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ートブランドには、伝統、資産と組織能力、人材、価値観(イノベーション、知覚品質、顧
客への関心)と優先順位、ローカルかグローバルかの志向性、市民性、企業の実績と規模な
どの複数の企業イメージで構成されていることが示されている。 
ここでは、企業間取引におけるコーポレートブランドや企業イメージがバイヤーの意思
決定にどのように影響するかについて議論を行うことにする。つまり、企業間取引におい
てコーポレートブランドを持つサプライヤーは、持たないサプライヤーと比べて、バイヤ
ーから次のような友好的な態度を示される。すなわち、バイヤーの購買意思決定プロセス
において、バイヤーが過去の経験や評判などにより名前を知っている企業を購買の候補と
して優先して選択したり、競合より高い価格でも購入したり、同じ仕様の競合品へのスイ
ッチングコストは高いと知覚してスイッチしないなどである。 
ここでのコーポレートブランドとは、バイヤーが連想する企業イメージのすべてとする。
バイヤーが連想するサプライヤーの企業イメージには、たとえば、企業名、バイヤーのサ
プライヤーに対する過去の購買経験、商品の評価、同僚のバイヤーの経験と評価、サプラ
イヤーの営業マンの評価、サプライヤーの株価、サプライヤーの業績、サプライヤーが提
供する製品・サービスへの期待(価格、ロジスティクス、納期、ロットなど)などである。 
 企業間取引の購買においては、バイヤーは購買ニーズが発生したものに対して情報を求
め、集めた情報を用いて合理的かつ組織的に購買意思決定を行うため、企業名などから連
想する企業イメージで購買を決定していることはないとされてきた。しかし、余田・首藤
(2006)によると、最近の研究では、生産財においてもコーポレートブランドの存在を実証
した研究がおこなわれ、企業が知覚するさまざまなリスクの低減のために、コーポレート
ブランド、製品ブランドをたよりにバイヤーが購買を行うことが明らかになっている。そ
こで、この項では、コーポレートブランドを連想させる企業イメージがバイヤーの情報探
索活動においてどのように利用されているかを見ていく。 
Hutton(1997)は、NAPM(全米購買マネジメント協会)に所属している企業のバイヤー429
人を対象にした調査で、企業の購買において、バイヤーのコーポレートブランドに対する
感受性と購買行動の関係を明らかにした。調査対象の商品は、どんな業種の企業でも購買
していると思われる事務機器(PCとコピー機、ファックス)と記録媒体(FD)とした。回答者
は、それぞれの商品のリストに記載されているよく知られている企業名から名も知らない
企業名までの 12個のリストから、それぞれの製品カテゴリーで好ましいもの、他者に推奨
したいもの、実際に購入したものを選択しその理由を記載した。調査の結果、プロのバイ
ヤーが購買に失敗した場合に組織もしくは個人が批判を受けると思うときによく知られた
企業を選択している傾向が示された。好ましい企業の製品には価格プレミアムをつけ、同
僚にも推薦する。さらに、採用した企業が別のセグメントに提供している製品にも好意的
な態度を示すというハロー効果が見受けられた。ほとんどの組織のバイヤーが購買にリス
ク(個人の失敗、組織の失敗)を感じており、そのリスクの低減のためによく知られた企業
を選択し、生産財でもコーポレートブランドが利用されることを示した。 
Mudambi(2002)は、企業名がどのようにバイヤーに理解されているのかにより、バイヤー
を 3類型化した。調査対象品はベアリング(軸受)である。Huttonの研究では、調査対象の
生産財は消費財として完成品を販売しているものであったが、Mudambi の調査対象は企業
の生産設備の中でのみ使用する部品であり、純粋な生産財である。UK Compass Directory
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に掲載されているベアリングを日常購買している自動車産業、重工業、総合エンジニアリ
ング、電機の 4業種の企業 116社のバイヤーを対象にした。どの程度、これらの企業間で
ベアリングメーカー名が認知されているのかをアーカーの(1)名前を知っているか、(2)全
般的な評判を重視するか、(3)購入に対するロイヤルティがあるかもしくは優先的に購買す
るかの 3つの主要なブランディング測定次元を用いて調査し、バイヤーを非常に具体的な
購買型、ブランド受容購買型、低関心購買型の 3つに類型化した。その結果、ブランド受
容購買型はサンプルの 37パーセントを占めて、明らかに低関心購買型に比べて、ベアリン
グメーカーの全般的な評判を重視していた。Mudambi は、本研究において、企業間取引に
おけるコーポレートブランドは、企業間取引の購買意思決定において、一般に理解されて
いるよりもより重要な役割を持っていることを示した。コーポレートブランドは、サプラ
イヤーのブランド戦略の焦点になると思われるが、企業間取引においては、多様化した企
業のコーポレートブランドは、複数の次元をもちダイナミックであるため、顧客にどのよ
うにコーポレートブランドを知覚してもらうかが今後のマネジメントのキーになるとした。 
Bendixon et al.,(2004)は、コーポレートブランドに関するそれまでの先行研究の発見を
仮説として実験を行っている。企業で広範囲に使用されている中圧屋内ブレーカーのパネ
ルについて、54 人の回答者が 16 枚のカードを購買したい順に並べた結果をコンジョイン
ト分析した。評価する属性は、価格、デリバリー、技術、企業名、スペアパーツの提供可
能性、の 5つである。回答者は、購買センターで果たす 5つの役割(バイヤー、ユーザー、
技術専門家、ゲートキーパー、意思決定者)に分けられており、バイヤー、ユーザーと技術
専門家はいずれも価格を重視する割合が一番多かったが、価格の次に企業名を重視する傾
向を示したのは、ユーザーと技術専門家である。バイヤーは価格の次に納期を重視し、そ
のあとに技術と企業名を重視した。ゲートキーパーは価格よりも技術を最も重視し、意思
決定者は価格よりもデリバリーを最も重視した。回答者全体の結果から、名前の知られた
企業と名前が知られていない企業の間で購買してもよい価格の平均に約 14 パーセントの
差が出た。名前の良く知られた企業には、回答者全体として、同じ企業の違う製品ライン
の商品も購買を検討するという傾向が大きくなり、企業名から連想する企業イメージがバ
イヤーに大きな影響を与え、バイヤーが他の製品ラインでも同じ企業を選択するという
Huttonのハロー効果が支持されたとしている。 
余田・首藤は、ITシステムのバイヤー300人と半導体・電子部品・電子デバイスのバイ
ヤー100 人の合計 400 人に対する調査を実施した。サプライヤー選定の評価基準について
は、製品・システムや提案内容などの客観的・合理的評価に基づくと回答したものが IT
システムでは 51.7 パーセント、半導体・電子部品・電子デバイスでは、58.4 パーセント
であった。しかし、同じ対象者にて、企業・商品などに対するイメージや世評がサプライ
ヤー選定に少なからず影響していると回答したものも、ITシステムでは 62.6パーセント、
半導体・電子部品・電子デバイスでは、67.3 パーセントと増加していることが分かった。
さらに、ITシステムを検討中のバイヤー156人を対象にして、どのような企業なら営業担
当者の面会要請に応じようと考えるか、どのような企業なら提案内容や水準が順守されそ
うか、という質問に対しては、技術力が高い、信頼できそうである、という数値では表せ
ない項目の評価が高かった。余田らは本研究から、コーポレートブランドの効果について、
購買プロセスの初期段階のほうにより効果が高く、専門的知識を持っているものよりも知
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識がない承認権のあるバイヤーのほうに効果が高い傾向を見出している。 
Blomback and Axelsson(2007)は、バイヤー、サプライヤーあわせて 23名にインタビュ
ーを実施し、新しい下請け加工先を選択する最初のプロセスにおいて、企業名から連想す
る企業イメージがどのような役割を果たすのかを調査した。バイヤーは、複数の下請け加
工先の選択において、初期には、製品そのものではなく、加工委託先が何を提供できるか
に関心があり、企業イメージが貧弱である企業を候補から落としている。その背景として、
バイヤーは新規のサプライヤー候補について企業の評判などの限られた情報しかもってい
ないことがインタビューから見出された。 
Kim and Hyun(2011)は、韓国の ITソフトウェアを購買する企業の 388名のバイヤーに対
して、実証試験を実施した。Bendixon らの先行研究では、企業イメージの役割は、消費財
マーケティングよりも企業間取引のマーケティングにおいてより重要であると示唆され、
企業イメージは、製品イメージよりもブランドロイヤルティにおいてより大きなインパク
トを持ち、企業の評判により購買意思決定結果がさまざまになる、とされている。本研究
の対象となる ITソフトは、先行研究より購買意思決定の決定要因が企業イメージ(安定性、
信頼性、財政力)とアフターサービス(アップグレードポリシー、メンテナンス、レスポン
ス)であることは示されている。そして、この実証研究の結果、企業イメージは知覚品質の
影響を受けることが明らかになった。ITソフトウェアの購買において、企業イメージには
購買するまでわからない製品の品質のシグナリング効果があることが示唆された。 
田中(2002)は、「消費財における企業ブランドの本質的役割とは、消費者に対して、企業
が提供能力があることを推察させる点にあり、保証マーク機能を果たす。企業間の取引に
おいては、より積極的名声を獲得する役割を期待されている。それは、取引コストの低減
のために、名前のよく知られた企業ブランドを利用するというケースが増えてくるからだ」
と述べている。サプライヤー側もグローバル化にともない、固定的な取引だけではなく新
規取引先を拡大する必要が生じており、強い企業ブランドを持つサプライヤーのほうが新
規顧客獲得で競争優位に立ちやすい(余田:2011)。 
近年の研究において、バイヤーが購買するときに重視する情報として、企業名が取り上
げられるようになっていることがわかった。その背景として、余田・首藤は、企業名を周
辺手掛かりにしてバイヤーが購買の判断条件にするのは、専門外の情報が過多になってい
る、知見のないものを購買することがある、さらに購買センター内に組み込まれた専門家
の役目を負ったバイヤーでも知見がないものを購買することがある、を挙げている。バイ
ヤーがよく知った企業名をコーポレートブランドとして利用しているということは、そも
そもバイヤーの知識水準が低く「スペック・品質・納価などの客観的な属性以外の「手か
がり」の影響を受けた主観的判断に基づいて購買されるケースが増加している(余田:2011)」
からであるとする。 
今までは、企業の購買においては、経験のある再購買については担当者レベルに任せる
が、新規の購買についてはより多くのメンバーが参画し(Spekman and Stern:1979, 
McCabe:1987,Wilson et al.,:1991)、購買の購買意思決定プロセスにより多くの人がかか
わり、取り込む外部の情報の量と質を担保して、組織の意思決定をしていた。しかし、近
年は、よく知らないものも購買しなければないない状況となり、多くの人がかかわっても
必要な情報を収集できるとは限らない。また、さまざまな環境の変化に対し、組織は購買、
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開発、製造、営業まですべての部門で時間との競争になっていて購買プロセスにおいて十
分な検討時間を確保できない場合が多い。困難な購買には失敗の可能性が高くなり、組織
と購買担当者のどちらもがそのリスクを回避したがっている(Hutton:1997, Brown et 
al.,:2011 など)。そこで、よく知らないものを購買する場合、その購買に対してバイヤー
の関与が低いと、多くの情報を入手して検討を行うのではなく、企業名を周辺的手かがり
情報に使用して採用していると思われる。企業間取引においては、組織購買の合理性を前
提とし、コーポレートブランドの存在について無視をされてきた (Hutton:1997, 
Mudambi:2002,Webster and Keller:2004 など)が、購買のリスクを低減する(G-Canli et 
al.,:2004 など)、保証機能を発揮して購買を簡単にして取引コストを低減する、という効
果は、生産財にも存在しているといえよう。よって、現在までの研究は、生産財市場にも
コーポレートブランドが存在するかどうかを確認する研究が主流であったが、今後は、多
種多様に素材・部品を市場に提供している企業間取引において、コーポレートブランドは
バイヤーの購買意思決定プロセスでどのような役割を果たしているのかに議論が進むこと
になると思われる。 
 
Ⅲ まとめと今後の研究課題 
1 まとめ 
本稿では、組織購買における意思決定にどのような情報が取得され、それがどのように
購買意思決定に影響を与えているのかを確認してきた。以下のようにまとめられる。 
 
(1)組織購買における購買意思決定プロセスの研究 
組織の購買プロセスは、Robinson et al.,(1968)の段階的流れモデルで説明される。ま
ず問題認識が発生し、その問題を解決することから始まる。情報探索の前提として必ず購
買の目的があり、問題解決のために、情報源から入手する情報を利用する。プロセスの最
後で、成果のフィードバックデータがサプライヤーリストにインプットされ、次回以降の
購買タスク発生に備えられる。その結果、購買した実績のあるサプライヤーが選択され易
くなる仕組みとなっている。新規サプライヤーを選択する必要性が生じるのは、既存のサ
プライヤーリストで必要な購買が達成できない場合である。 
 
(2) 組織の購買意思決定に影響を与える変数についての研究  
購買のタイプにより購買タスクが決まる購買意思決定行動の類型化の実証研究結果では、
意思決定に影響を与えた変数として、環境の不確実性が高くなる(Speakman and Stern:1979, 
McCabe:1987)と意思決定を共同で行ったり、より高い職位のレベルで行うようになること
が見出されている。しかしバイヤーの購買経験年数(Bellizi and McVey:1983)は意思決定
に影響がなかった変数として見出されている。知覚リスクは新規の購買タスクのときにバ
イヤーの購買の意思決定に影響を与えている (Patton et al.,:1986,Wilson et 
al.,:1991,Anderson et al.,:1987)。しかし、購買業務を遂行しているバイヤー個人の影響
を考慮していないため完全な類型化には至らなかった。また、取得する情報の種類と購買
意思決定の関係についても明らかにされていない。 
その後、バイヤー個人の影響に着目した研究からは、バイヤーの関与が高いと情報収集
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が多くなり(McQuiston:1989)、バイヤーの関与が高く利害関係があると購買センター内の
情報制御の主導権を握ろうとする傾向が見出されている(Dawes:1998)。製品を取り巻く環
境の変化が速いと、バイヤーが製品をとりまく環境をどう知覚するかが情報探索とサプラ
イヤー選択のモチベーションになっていることが見出された(Heide and Weiss:1995)。 
 
(3) 購買センターで入手する情報の種類と購買意思決定に与える影響に関する研究 
非人的情報媒体から得る情報は簡単な購買のときにバイヤーに利用されており、複雑で
難しい購買になると、バイヤーは人的情報媒体から得る情報(クチコミ)を利用している傾
向が見出されている。(Martilla:1971,Bunn and Clopton :1993)。また、情報の送り手の
社会的地位などがバイヤーの意思決定に影響する(Thomas:1982,Ronchetto et al.,:1989)
ことが示唆されている。非人的情報媒体であるインターネットは、バイヤー側からの問い
合わせ効果があり、広告やダイレクトメールのように能動的に潜在的なバイヤーに働きか
けることはできない(高橋・南:2006)。そのため、バイヤー側がどのようにサプライヤーを
選択しているのかはまだ明らかにされていない。 
 
(4) コーポレートブランドが購買意思決定へ与える影響 
バイヤーが、よくわからないものを新規購買するときには、より多くの情報を集めるの
ではなく、企業名などによる企業イメージをコーポレートブランド情報として使用すると
いう状況が見出された。ポジシティブな企業イメージがバイヤーに影響を与えて、リスク
を低減するために使用したり(Hutton:1997, Kim and Hyun :2011)、低関与のバイヤーが使
用したり(Mudambi:2002)、情報が少ない場合には使用したり(Bendixon et al.,:2004, 
Blomback and Axelsson:2007)、知識の低いバイヤーが使用したり(余田ら:2006,余田:2011)、
購買プロセスの初期の段階で使用したり(余田:2011)、コーポレートブランドはバイヤーに
周辺的手掛かり情報として使用されている。 
 
 2 今後の研究課題 
 以上のレビューから、今後の研究課題を検討する。 
 
(1)新規サプライヤーの選択に関する研究 
本稿では、環境の変化に合わせて変化することを求められている組織がどのように情報
を取り込み効率的に情報処理をしているのかを整理した。環境に合わせて変化する組織に
とって、新規サプライヤーをとりこんで新しい商品・サービスをマーケットに提供するこ
とは大変重要である。つまりバイヤーにとり新規のサプライヤーを探索し取り込むことは
重要でかつ高度な判断になる。しかし組織の意思決定メカニズムを概観したレビューでは、
新規サプライヤーの選択にフォーカスした研究はあまりなかった。いくつかある新規サプ
ライヤーの選択に関する研究では、コーポレートブランドの存在を確認しコーポレートブ
ランドが周辺的手掛り情報として利用されていることが見出されているが、それだけが今
まで取引のなかった新規のサプライヤーを取り込む因子ではないと思われる。そこで、今
まで取引のなかった新規のサプライヤー選択にフォーカスした実証研究を行い、そのメカ
ニズムを解明することで、因子間の影響を明らかにする必要がある。 
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(2) バイヤーの情報媒体(インターネット)に関する研究 
電子市場はサプライヤーの探索コストの低減をもたらしているが、その結果、候補とな
りうる企業を多数探索することができるようになった(余田・首藤:2006)。組織の情報処理
には限界があるため、情報探索量が多くなると何らかの手段で情報処理効率を高めようと
する。近年、インターネット技術の進歩により、大量の情報が簡単に入手できるようにな
った。組織はインターネットを情報媒体のひとつとして活用している(余田・首藤:2006,
高橋・南:2006)が、インターネット上にはさまざまな情報が流れていて、不確実な情報を
もとに購買が行われると購買に失敗する可能性が高くなる。したがって、バイヤーが情報
媒体であるインターネットからの情報を活用する場合には、何らかの評価基準により仕分
けをしていると思われる。クチコミの場合は、クチコミの信頼性は送り手の地位に影響を
受けていたが、余田・首藤は、電子市場(インターネット)から得た多くの候補企業を事前
にいくつかの企業に絞り込む際に、候補企業に対する期待やイメージがバイヤーに影響を
及ぼすとして指摘している。インターネットからの情報については、どのような条件を備
えたサイトからの情報収集であればバイヤーが信頼できる情報として取り込むのかについ
ての研究が必要である。 
 
(3)生産財におけるコーポレードブランドの活用に関する実証研究 
一般に、生産財は、多くの生産品目を複数の生産財メーカーや消費財メーカーに供給し
ており、そのすべての生産品目を製品ブランドとして管理することは合理的ではない。
Mudambi(2002)は、生産財のすべてでコーポレートブランディングが必要ではないと述べた
が、実際、生産財の定義は大変広く、すべての組織がコーポレートブランドを用いて、特
別なサプライヤーとしてバイヤーに識別させる必要もない。今までの先行研究では、消費
者として体験している製品群や、ITソフトウェアのように購買して実際に使用してみない
とその出来栄えがわからないもの、汎用部品もしくはモジュールについては市場で知名が
高い企業名が選定の手かがりとされていることは分かっている。今後の研究では、コーポ
レートブランドの活用についてより幅広い製品・サービスについて実証研究が行われる必
要がある。たとえば、特定の組織向けにカスタマイズして提供される素材や部品を購買す
る場合などがあげられる。 
 
(4) コーポレートブランドを作る企業イメージに関する研究 
消費財と違い、生産財のバイヤーは専門職である。新規の購買が必要になったときの情
報探索手法は、基本的に組織で手順化されている。そのバイヤーが企業名で購買をしよう
とする状況は、企業名に紐づく何らかの客観的情報で判断しているのではないかという仮
説がたつ。消費財では、ブランドは内的情報探索であり、消費者の経験により、企業名だ
けで再購買することができる。そして、消費者の心の中にブランドロイヤルティを築く。
他方、生産財においては、同じ企業の製品を繰り返し購買すると、この購買は合理的な購
買ではなくなる可能性もあり、単純に消費財のブランドロイヤルティのようなものが生じ
て再購買しているとは考えにくい。組織の過去の購買経験には、サプライヤーリストにも
一部は反映されているバイヤーおよび同僚のバイヤーの購買経験と満足度や、あるいは他
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部署での取引実績もはいり混然としているように見える。McQuiston(2004)は、生産財のブ
ランディングは、単に顧客の製品に持つ心理的な視点だけではなく、ロジスティクス、カ
スタマーサポート、企業イメージ、企業のポリシーなど製品に付随する複数の次元構造を
持つとした。企業イメージの何をどの程度の重みづけをして、バイヤーが情報として組織
に取り込んでいるのかを解明することは、どのバイヤーをターゲットにするかが明確に定
めにくい生産財市場において、また組織が事業部制をとり異なったセグメントの生産財を
供給しているようなケースにおいて、サプライヤーがどのようなコミュニケーションをと
るべきかの指針を示すことになる。消費財においては、コーポレートブランドは伝統、資
産と組織能力、人材、価値観(イノベーション、知覚品質、顧客への関心)と優先順位、ロ
ーカルかグローバルかの志向性、市民性、企業の実績と規模などの複数の企業イメージで
構成されていることが示されている。生産財においてはこれらの複数の企業イメージが入
れ子になっていることも考えられる。組織のバイヤーがコーポレートブランドから連想す
る企業イメージの構成や階層を明らかにする研究が必要である。 
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